
中国民法総則の制定について（３）

ＪＩＣＡ長期派遣専門家　

弁護士　白　出　博　之

Ⅱ　中国民法総則の条文について
第二章　自然人

第三節　失踪宣告と死亡宣告

　失踪宣告と死亡宣告につき，民法総則（以下「本法」という。）第二章第三節では，民

法通則における原則的規定６か条を基礎に，関連司法解釈及び学説の指摘等を反映して要

件効果が補充されている。

【失踪宣告の要件】

第４０条　自然人の行方不明が満２年を経過した場合，利害関係人は，人民法院に

対して当該自然人を失踪者として宣告するよう申請することができる。

【行方不明期間の計算】

第４１条　自然人の行方不明期間は，その者の音信が絶えた日から起算する。戦争

期間に行方不明となった場合，行方不明期間は戦争終結の日又は関係機関が確定

した行方不明となった日から起算する。

【失踪者の財産管理】

第４２条　失踪者の財産は，その配偶者，成年の子，父母又はその他財産管理人を

担当する意思のある者が管理する。

２　財産管理に争いがあり，前項に規定する者がいない，又は前項に規定する者が

管理能力を有しない場合，人民法院の指定する者が管理する。

【財産管理人の職責】

第４３条　財産管理人は，失踪者の財産を適切に管理し，その財産権益を維持保護

しなければならない。

２　失踪者が滞納している税金，債務及び支払うべきその他費用は，財産管理人が

失踪者の財産の中から支払う。

３　財産管理人は，故意又は重大な過失により失踪者の財産に損害を与えた場合，

賠償責任を負わなければならない。

【財産管理人の変更】

第４４条　財産管理人が管理職責を履行しない，失踪者の財産権益を侵害し，又は

管理能力を喪失した場合，失踪者の利害関係人は，人民法院に対して財産管理人

の変更を申請することができる。

２　財産管理人に正当な理由がある場合，人民法院に対して財産管理人の変更を申

請することができる。
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３　人民法院が財産管理人を変更した場合，変更後の財産管理人は，原財産管理人

に対して，速やかに関係財産を引き渡し，かつ財産管理状況の報告を求める権限

を有する。

【失踪宣告の取消】

第４５条　失踪者が再び現れた場合，本人又は利害関係人の申請を経て，人民法院

は失踪宣告を取り消さなければならない。

２　失踪者が再び現れた場合，財産管理人に対して，速やかに関係財産を引き渡し，

かつ財産管理状況の報告を求める権利を有する。

　１）失踪宣告は，自然人が自己の住所を離れ行方不明状態が続いて法定期限を経過した

場合に，人民法院が利害関係人の申立てにより，法に基づき当該自然人の失踪を宣告

する手続である。自然人は社会生活の中で必然的に他者との民事法律関係を生じると

ころ，自然人が長期間失踪すると，同人の財産について管理する者がないために滅失

毀損するおそれがあり，失踪者と他者の民事法律関係が不安定な状態に置かれる可能

性がある。失踪宣告制度の目的は，失踪者に関わる民事法律関係の不安定不確定な状

態を終了させ，失踪者及び利害関係人の利益を保護し，社会・経済秩序の安定を図る

点にある（具体的手続につき民事訴訟法第１５章「特別手続」第３節「失踪宣告，死

亡宣告事件」参照）1。

　２）本法では失踪宣告の要件（４０条），行方不明期間の起算点（４１条）について民

法通則よりも詳細に定め（民法通則２０条対照），効果面では失踪宣告を受けた者の

財産管理人の職責と失踪者の財産権益侵害による責任負担（４３条）を明確に規定し

ている（民法通則２１条対照）。さらに財産管理人の変更（４４条）は民法通則意見

３５条を，失踪宣告と死亡宣告の優先適用関係（４７条）は同意見２９条を基礎とし

た新設規定である。

　※参考文献2 ①１１６－１２７頁，②１２１－１３５頁，③９４－１０４頁，④８８－

９８頁。

【死亡宣告の要件】

第４６条　自然人に以下に掲げる状況のいずれかがある場合，利害関係人は人民法

院に対して当該自然人の死亡宣告を申請することができる。

（一）行方不明になり満４年が経過したとき

1 民事訴訟法による失踪宣告の具体的手続等につき吉村徳重・上田竹志編『日中民事訴訟法比較研究』
（九州大学出版会，２０１７）５３３～５３６頁（白出執筆）参照。
2 引用の参考文献は，①李適時主編，張荣順副主編『中華人民共和国民法総則釈義』（法律出版社・
２０１７），②張荣順主編『中華人民共和国民法総則解読』（中国法制出版社・２０１７），③贾東明主
編『中華人民共和国民法総則　解釈と適用』（人民法院出版社・２０１７），④石宏主編『中華人民共
和国民法総則　条文説明，立法理由及び関連規定』（北京大学出版社・２０１７）である

ICD NEWS　第80号（2019.9） 165

ICD80G-08.indd   165 2019/09/04   14:08:22



（二）突発事件により行方不明になり満２年が経過したとき

２　突発事件により行方不明になり，関係機関が，当該自然人が生存不可能である

ことを証明した場合には，死亡宣告の申請は，２年間の制限を受けない。

【死亡宣告と失踪宣告の優先適用関係】

第４７条　同一の自然人に対して，死亡宣告を申請する利害関係人と失踪宣告を申

請する利害関係人とがあり，本法の規定する死亡宣告条件に適合している場合，

人民法院は死亡宣告を行わなければならない。

【死亡宣告を受けた者の死亡日確定】

第４８条　死亡宣告を受けた者については，人民法院が死亡宣告の判決日をその死

亡日とみなす。突発事件により行方不明となり死亡宣告がなされた場合は，事件

発生日を死亡日とみなす。

【死亡宣告期間に行った民事法律行為の効力】

第４９条　自然人が死亡宣告を受けたものの死亡していない場合，当該自然人が死

亡宣告期間中に行った民事法律行為の効力には影響しない。

【死亡宣告の取消】

第５０条　死亡宣告を受けた者が再び現れた場合，本人又は利害関係人の申請を経

て，人民法院は，死亡宣告を取り消さなければならない。

【死亡宣告を受けた者の婚姻関係】

第５１条　死亡宣告を受けた者の婚姻関係は死亡宣告の日から消滅する。死亡宣告

が取り消された場合，婚姻関係は死亡宣告の取消日から自然回復する。但し，そ

の配偶者が再婚し，又は婚姻登記機関に対して婚姻関係回復を望まない旨を書面

で明らかにした場合を除く。

【死亡宣告期間の養子関係】

第５２条　死亡宣告を受けた者は，死亡宣告期間中にその子が法により他人の養子

となった場合，死亡宣告の取消後に本人の同意を得ていないことを理由として養

子関係の無効を主張することはできない。

【死亡宣告取消後の財産返還】

第５３条　死亡宣告を取り消された者は，相続法に基づいてその財産を取得した民

事主体に財産の返還を請求する権利を有する。返還することができない場合，適

当な補償をしなければならない。

２　利害関係人が真実の状況を隠し，他人に死亡宣告を受けさせてその財産を取得

した場合，財産を返還するほか，これにより生じた損害の賠償責任も負わなけれ

ばならない。

　１）死亡宣告は，自然人が自己の住所又は最後の居住地を離れた行方不明状態が続いて

法定期限を経過した場合，人民法院が利害関係人の申請により，法に基づき当該自然
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人の死亡を宣告する手続である3。上述した失踪宣告手続により，失踪者の財産管理，

債務弁済等の問題を解決することはできるが，自然人が長期間失踪する状況下では，

失踪者の財産帰属や失踪者の身分に関する法律関係を根本的に解決することができな

い。そこで，本法では死亡宣告制度を定め，もって自然人が長期間行方不明であるこ

とから生じる民事法律関係の不安定な状態を終了させ，利害関係者の合法的権益を保

護し，正常な社会秩序の維持が図られている。

　２）死亡宣告につき，本法４６条は民法通則２３条を基礎に申請要件に修正を加えてお

り，さらに突発事件［意外事件］により行方不明になった自然人が生存不可能である

ことを関係機関が証明した場合，死亡宣告の申請は２年の制限を受けないことを明記

する（同条２項）4。効果面では，民法通則の関連規定を基礎として，死亡宣告を受け

た者が生存する場合における民事法律行為の効力（４９条），死亡宣告取消の婚姻関

係（５１条），養子関係（５２条），財産関係（５３条）に対する影響と処理に関して

明確な規定を置いている。

　※参考文献 ①１２８－１４２頁，②１３５－１５２頁，③１０４－１１６頁，④９８

－１１０頁。

第四節　個人商工業世帯，農村請負経営世帯

【個人商工業世帯の定義】

第５４条　自然人が商工業の経営に従事し，法により登記する場合，個人商工業世

帯とする。個人商工業世帯は，屋号を付すことができる。

【農村請負経営世帯の定義】

第５５条　農村集団経済組織の構成員は，法により農村土地請負経営権を取得し，

家庭請負経営に従事する場合，農村請負経営世帯とする。

【個人商工業世帯及び農村請負経営世帯の債務負担】

第５６条　個人商工業世帯の債務は，個人経営の場合，個人財産により負担する。

家庭経営の場合，家庭財産により負担する。区別できない場合は，家庭財産によ

り負担する。

２　農村請負経営世帯の債務は，農村土地請負経営に従事する農家の財産により負

担する。事実上農家の一部構成員が経営する場合は，当該一部構成員の財産によ

り負担する。

　１）中国における社会の実際状況に基づき，本法第二章第四節では民事主体として個人

3 民事訴訟法による死亡宣告の具体的手続等について前掲注１）吉村・上田編５３６～５３９頁参照。
4 通則２３条の突発事故［意外事故］を本法４６条では突発事件［意外事件］に改めている。地震等
の天災を一般に事故とは呼ばないこと，意外と事故には語義上重複があり法律用語として規範化する
観点からの修正である。また一日で終わらない突発事件での生存可能性もあるため，「事故発生の日」
から起算する通則規定を修正している（文献②１３５～１３７頁参照）。
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商工業世帯［个体工商户］，農村請負経営世帯［农村承包经营户］に関する規定を定

める（民法通則２６～２９条対照）。

　２）この点，立法過程では個人商工業世帯，農村請負経営世帯の実体は自然人が世帯名

義により民事活動に従事することであり，これらを単独の自然人の民事主体類型とす

る必要はないとの意見もあった。しかし，個人商工業世帯，農村請負経営世帯は中国

的特色を有する民事主体であり，改革開放から３０年以上の実務から見ると，これら

２種類の主体について規定することは中国の国情に合致し，これらは生産力の解放，

中国の経済社会の発展促進及び就業拡大にとって重要な作用を営んでいる。

　　　そこで本法では独立の節を置いて個人商工業世帯，農村請負経営世帯について引き

続き規定しており，さらに実務上多く見られる個人経営と家族経営の区別がつかない

場合の処理，及び都市化の発展と農村余剰労働力の都市部への移転増加を背景にした

農村請負経営の実態を反映した債務負担に関する規定を追加している（５６条）5。

　※参考文献 ①１４２－１５６頁，②１５２－１７１頁，③１１７－１２９頁，④１１

０－１１９頁。

第三章　法人

　中国では新たな組織形態が絶えず発生して法人形態にも大きな変化が生じ，民法通則に

おける企業法人，機関法人，事業単位法人，社会団体法人の分類では新たな状況への適応

が困難となっている。そこで本法では，民法通則の法人分類を基礎としつつ，社会組織の

改革・発展の要求に適応し，法人の設立目的及び機能等の違いに基づいて，法人を営利法

人（本章第二節），非営利法人（第三節），特別法人（第四節）の３種類に分類している6。

第一節　一般規定

【法人の定義】

第５７条　法人は，民事権利能力及び民事行為能力を有し，法に基づき独立して民

事権利を享有し，民事義務を負担する組織である。

　　本条は法人の定義に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　　本条は法人の定義付けをし，独立した民事主体としての地位を有する旨を宣言する

が，これは民法総則第二章「法人」の後の節に続くその他の条文の前提かつ基礎とな

る重要な意義を有する。法人は「自然人」と対称的な概念で，自然人以外で最も重要

な民事主体であり，独立した法人格を有し，自己名義により提訴・応訴を行い，財産

を有し，取引を行い，責任を負う。法人制度は近現代の民法における極めて重要な法

5 実務では農村請負経営世帯の一部構成員が生産経営を行い，生産経営に関わらない者が存在するた
めに農家財産によって負担する債務と一部構成員の財産で負担する債務を区別する必要性が指摘され，
５６条２項では事実上生産経営する一部構成員の財産を引当てとする（文献①１５６頁参照）。
6 文献①１５７～１５９頁参照。
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制度であり，団体に法的人格を付与することは，民法理論において最も想像力豊かで

技術性が高い成果である。

２　条文説明

　　１）本法では民法通則の規定7を踏襲しながら中国立法の一貫した立場が堅持されて

おり，法人の本質論に関する法人実在説中の組織体説が採用されている。法人の権

利能力とは，法人が民事主体として，民事権利を有し，民事義務を負うための資格

である。法人の権利能力は，法人が民事行為を実施し，民事活動を行うための前提

であり基礎である。法人，自然人はいずれも権利能力を有するが，法人の権利能力

は自然人の権利能力とは異なる。すなわち，法人は組織体であり，生命体ではない

ことから，生命権，健康権等の自然人の人身とは不可分である人身権については享

有できず，性別，年齢，身分及び親族関係等を前提とする権利・義務も，法人が享

有し負担することはできない。

　　２）法人の民事行為能力とは，法人が民事主体として，自己の行為により民事権利を

取得し，民事義務を負うための資格である。法人が行為能力を有するか否かは，法

人の本質に関する認識に関わる。この点，法人擬制説によれば，権利能力を有する

者は，自由な意思を有する自然人に限られ，法人に権利能力を認めることは法律上

の擬制に過ぎないとし，当然，意思能力を有さず，行為能力も有しないことになる。

董事（取締役に相当する役職）の行為は，董事自身の行為に過ぎず，董事は法人の

法定代理人であることから，民法の代理規定により，その法律行為の効果は法人に

帰属する。

　　　　他方，法人実在説によると，法人は１つの単一の組織体として，自己の内部機構

を有し，自己の意思を生み，実現することができることから，法人は行為能力を有

するとされる。董事は，法人の機関として，その職務上の行為は法人自身の行為と

みなされる。法人の団体としての意思は個人意思とは異なり，また個人意思の単純

な総和でもなく，意思を総合したものである。前述のとおり中国民法では法人実在

説・組織体説の立場が堅持されていることから，本条では法人が権利能力及び行為

能力を有する旨を規定している。

　※参考文献 ①１５９－１６２頁，②１７２－１７４頁，③１２９－１３４頁，④１２

２－１２３頁。

7 民法通則３６条１項「法人は民事権利能力及び民事行為能力を有し，法に基づき独立して民事権利
を有し，民事義務を負う組織である。」
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【法人の成立】

第５８条　法人は，法に基づき成立しなければならない。

２　法人は，自己の名称，組織機構，住所，財産又は経費を有しなければならない。

法人成立の具体的条件及び手続は，法律，行政法規の規定による。

３　法人の設立につき，法律，行政法規が関係機関の許認可を必要と規定する場合，

その規定による。

　　本条は法人の成立に関する法人法定主義，法人の成立条件等に関する規定である。

　１）法人法定主義

　　　本条１項に定める法人法定主義とは，法人は法に基づいて成立しなければならず，

それ以外に法人を設立してはならないことである。法人法定主義について，他の国・

地域の規定を見ると，日本民法３３条１項は「法人は，この法律及びその他の法律の

規定によらなければ，成立しない」とし，中国台湾地区民法２５条は「法人は本法又

はその他法律の規定によらなければ，成立しない」と定める。法人法定主義が確立さ

れた理由は，一般的状況下において民事主体が負担するのは無限責任でなければなら

ず，有限責任は責任形式の例外に過ぎないところ，法人は対外的に独立して民事責任

を負うが，法人の設立者及びその構成員は有限責任しか負わないことがある。かかる

特別の取扱いが法人になされることを踏まえると，法人の類型及び成立は，法に基づ

いて確定しなければならない。

　２）法人成立の条件・手続

　　　本条２項，３項は法人成立の条件，すなわち実体要件と手続要件について定める。

まず実体要件については列挙式に抽象化を加えた方式が用いられ，本条２項では全て

の法人が具備すべき実体要件として「名称，組織機構，住所，財産又は経費」を挙げ

る。また本条１項は，「法人が成立するための具体的条件及び手続は，法律，行政法

規の規定に従う」と定めるが，ここに「法人が成立するための具体的条件」とは法人

成立の実体要件に関する抽象的規定，「法人が成立するための具体的手続」とは法人

成立の手続要件に関する抽象的規定である。異なる類型の法人では，その成立の実体

要件と手続要件に差異が存在することから，本法は関連の法律・行政法規に具体的規

定を定めるための権限を与えている。

　３）立法過程では，法人を設立する場合の最も重要な条件は独自の定款を有することで

あり，定款がなければ自然人と区別できないことから，法人成立の実体的要件に「定

款」を追加すべしとの意見があった。また，法人は一定の構成員を必要とすることか

ら，法人成立の実体的要件に「構成員」を追加すべしとの意見もあった。検討の結果

は次のとおり。

　　　本条２項で具体的に列挙する法人の実体的要件はいずれも全ての法人が具備すべき

条件であるが，「定款」及び「構成員」はこのような普遍的な適用性を有しない（例

えば，機関法人に定款はなく，寄付法人［捐助法人］に構成員はいない）。これら普
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遍的な適用性を有しない条件については，本条２項の「法人が成立するための具体的

条件・手続は，法律，行政法規の規定に従う」の規定によって処理可能であり立法上

の不備・問題はない。

　４）この点，広義で言えば，法人設立の審査承認・許認可も「手続」の範囲に属し，つ

まり許認可手続を経なければならない。しかし本条２項が既に「法人が成立するため

の具体的条件及び手続は，法律，行政法規の規定に従う」と規定している状況下で，

第３項も「法人の設立について，法律，行政法規が関係機関の許認可を必要と規定す

る場合，その規定による」と定めるが，本条２項は狭義の「手続」であって「許認可」

を含まない。

　５）民法通則３７条8と比較すると，本条では「独立して民事責任を負うことができる

こと」という要件が削除されている。立法過程では，民法通則３７条４号を参考に「独

立して民事責任を負うことができること」を引き続き法人成立の実体要件とする意見

もあった。　

　　　検討の結果は次のとおり。「独立して民事責任を負うことができること」は法人成

立の要件ではなく，法人を設立した結果であり，法人成立後の性質・特徴であって，

法人の成立とは即ち「独立して民事責任を負うことができる」ことを意味し，それを

要件として規定した場合には，要件と効果の論理関係が混乱する。かかる考慮に基づ

き，「法人はその全財産により独立して民事責任を負担する」旨が，本法６０条で規

定されている。

　※参考文献 ①１６２－１６５頁，②１７５－１７８頁，③１３４－１３８頁，④１２

３－１２５頁。

【法人の民事権利能力，民事行為能力】

第５９条　法人の民事権利能力及び民事行為能力は，法人成立時から発生し，法人

終了時に消滅する。

　　本条は法人の民事権利能力，民事行為能力に関する規定である。

　１）法人の権利能力は，法人が民事主体資格を有することを示すものであり，法人が民

事活動に参加し，民事権利を有し，民事義務を負うための前提である。よって，法人

が一旦成立すると権利能力を有し，法人が終了するまで，その権利能力は終始存在す

る。

　２）法人の行為能力は，法人が自ら法律行為を実施するための資格である。法人は社会

的組織体であり，自然人とは異なり年齢の大小と精神，智力が完全であるか否かの問

題が存在しないことから，行為無能力，制限行為能力，完全行為能力等の区分は存在

8 民法通則３７条「法人は，次の各号に掲げる条件を具えなければならない。（一）法に基づいて成立
すること。（二）必要な財産又は経費を有すること。（三）自己の名称，組織機構及び住所を有すること。
（四）独立して民事責任を負うことができること」
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せず，一旦成立すれば行為能力を有し，法人が終了すると行為能力も直ちに消滅する

のであり，法人の権利能力と行為能力はその取得及び消滅の時間が一致する。

　３）本条では「法人の権利能力及び行為能力は，法人成立時から発生し，法人終了時に

消滅する」と定める。「登記」ではなく「成立」と表現された理由は，中国において「登

記」は各種法人が成立するための統一的な必須の手続的要件ではないことに基づく（例

えば，機関法人の成立は登記手続を履行する必要はない。法人条件を具備した事業組

織及び社会団体は，法により登記を行った後に成立し法人資格を取得する。法に基づ

き法人登記手続を行う必要がない場合は，成立した日から法人資格を有する）。

　　　「解散」ではなく「終了」と表現された理由は，法人は解散後に清算手続に入るが，

清算中の法人はなお法人であり，法人資格が存続するからである（但しその行為能力

は清算目的の範囲に限られ，清算と関係がない活動を行ってはならない）。清算が終

了し，法人の抹消登記が完了した時点で，法人は終了する。法により法人登記手続を

行う必要がない場合は，清算が終了した時点で，法人は終了する。法人の終了は，そ

の民事主体資格が消滅することを意味する。

　４）本条では，「法人の権利能力及び行為能力は，法人成立時から発生」するとし，他方，

本法５８条３項は「法人の設立につき，法律，行政法規が関係機関の許認可を必要と

規定する場合は，その規定に従う」と定める。この２つの条項では「成立」及び「設

立」の概念が用いているが，その意味は異なる。「法人の設立」は，法人を創設する

行為及び過程である。「法人の成立」は「法人の設立」の目標であり，いわば設立行

為の終点であり，「設立」が成功すれば「成立」する。

　※参考文献 ①１６５－１６７頁，②１７８－１８０頁，③１３８－１３９頁，④１２

６－１２７頁。

【法人の民事責任負担】

第６０条　法人は，その全財産をもって民事責任を独立して負担する。

　　本条は法人の民事責任負担に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　１）立法過程では，法人が独立して民事責任を負担すべきか否かにつき，現在の時代

背景下では法人の範囲を拡大して，法人には構成員，設立者が有限責任を負う法人

のほかにも，構成員が無限責任を負う法人も含めるべきである以上，法人が独立し

て民事責任を負う又は法人の構成員，設立者は有限責任を負う旨を規定すべきでは

ないとの意見があった。

　　　　検討の結果は次のとおり。法人の範囲につき大陸法系の国・地域の規定は同じで

はない。中国台湾地区及び日本では，法人は必ずしも有限責任を負う団体だけでな

く，合名会社及び合資会社も法人とされている。他方，ドイツ，スイスでは，法人

は構成員又は設立者が有限責任を負う団体のみであり，合名会社及び合資会社はい
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ずれも法人ではない。

　　２）中国の法人制度構築について言えば，法人は構成員，設立者が有限責任を負う民

事主体であることを堅持しなければならず，有限責任を法人と非法人を区別するた

めの基準とすべきである。中国の法律が法人概念を採用した当初から，立法・理論

において終始一貫して有限責任を法人の必要条件としており，民法通則３７条４号

も「独立して民事責任を負うことができること」を法人の成立条件とする。中国会

社法でも有限会社［有限责任公司］と株式会社［股份有限公司］だけが認められ，

合名会社，合資会社は除外されているが，その根本的原因は株主有限責任を堅持す

る点にある。総じて言えば，中国の現行法上の法人は，法人が独立して責任を負う

一種類しか存在しない。民法通則及び会社法による選択は正しいものであり，中国

では合名会社・合資会社に法人の地位を認める必要はないという理解が，本条の背

景にある。

２　条文説明

　　　民法通則３７条４号は「独立して民事責任を負うことができること」を法人の成立

条件の１つとする。しかし，前述のとおり「独立して民事責任を負うことができるこ

と」は法人の成立条件ではなく，法人が設立した結果であり，法人が成立した後の性

質・特徴であり，法人の成立はそれが「独立して民事責任を負うことができること」

を意味する。本条は「法人はその全ての財産により独立して民事責任を負担する」と

定めるが，これは法人の構成員又は設立者は有限責任のみを負い，出資額又は寄付額

を限度とし，有限責任の保護を受けることを意味する。本条は，本法５７条の「法人

は，民事権利能力及び民事行為能力を有し，法に基づき独立して民事権利を享有し，

民事義務を負担する組織である。」に呼応し，かつ裏付ける内容である。

　※参考文献 ①１６７－１６９頁，②１８０－１８２頁，③１３９－１４１頁，④１２

７－１２９頁。

【法人の法定代表者】

第６１条　法律又は法人定款の規定により，法人を代表して民事活動を行う責任者

を法人の法定代表者とする。

２　法定代表者が法人名義で行った民事活動につき，その法律効果は法人が受け入

れる。

３　法人定款又は法人の権力機構による法定代表者の代表権に対する制限は，善意

の相手方に対抗することができない。

　　本条は法人の法定代表者に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　　法人は一種の社会的組織体として対外的に民事活動を行う場合，自然人が代わって

これを行わなければならず，いかなる法人も自然人をその「代表」としなければなら
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ない。法人を代表して民事活動を行う自然人は，法人の代表者と呼ばれ，中国の慣習

では法人の法定代表者と呼ばれる。法人の本質に対する理解の違いによって法人の代

表者の法律上の地位も異なり，Ⅰ）代理説とⅡ）代表説に分かれる。まずⅠ）代表説

では，法人の代表者の行為は，法人自身の行為とみなされる。代表者は法人の機関で

あり，法人と代表者は１つの人格であり，名称は異なるが実体は１つであり，２つの

主体は存在しない。代表者が法人の対外業務を執行する場合，その行った法律行為は

法人自身の行為であり，当然法人がその結果の責任を負う。他方，Ⅱ）代理説では，

会社の董事等の法人の代表者が法人の対外業務を執行する場合，実質的に法人の代理

人とみなされる。このため，法人の代表者は代理人と区別せず，法人の代表者も法人

の代理人であり，民法の法定代理人に関するルールを適用する。端的にいえば，Ⅰ）

代表説は法人の本質論に関する法人実在説を基礎とし，Ⅱ）代理説は法人擬制説を根

拠とする。上述のように法人の本質論につき，中国では一般に法人実在説が認められ

ており，それに伴い法人の代表者の地位についても一般に代表説が認められている。

２　条文説明

　　１）本条１項に関連して次の２つの問題がある。

　　　ア）法定代表者の人数につき，立法過程では，他の国・地域の規定の多くでは法定

代表者は１名でも複数名又は複数名からなる組織体のいずれでもよいとされてい

るが，中国法では法定代表者は１名と限定され，過度に硬直的であるとの指摘が

あった。

　　　　　検討の結果は次のとおり。他の国・地域の法律から見ると，ドイツ民法では董

事会は法定代表者の地位を有する旨を定める。中国台湾地区民法では会社の董事

が複数名存在する場合，各董事はいずれも法定代表者に就任できる旨を定める。

もっとも，中国の実際の状況を見ると，法人の法定代表者は１名である旨を規定

しているが，これは法人の対外活動のニーズ，及び商業上の取引安全保護のニー

ズに基づくものであり，実務では中国の国情に適した方法であることが証明され

ている。したがって，本法においてもこれを引き続き堅持しなければならないと

された。

　　　イ）法定代表者の呼称につき，立法過程では以下の意見があった。法人の代表者に

ついて法律，行政法規で直接確定する場合（例えば基金会管理条例は，基金会の

理事長を法定代表者とする旨を定める）と，法定されていない場合があり，例え

ば会社法では会社の法定代表者は定款に従って董事長，執行董事又は経理が就任

する旨規定することから，「法定代表者」概念を踏襲するかについて考慮すべし

との指摘である。

　　　　　検討の結果は次のとおり。「法定代表者」概念を使用することは，必ずしも法律，

行政法規によってのみ法定代表者を確定できることを意味せず，法人定款でも法

に基づき法定代表者を確定することができる。法律で確定する場合も，定款によ

る選出，つまり定款によって確定する場合も，いずれも法律が授権又は認めたも
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のであることから，いずれも法に基づき確定した法定代表者ということができ，

この意味で「法定代表者」と呼ぶことは妥当である。さらに，法定代表者の呼称

は既に一般的に認められるものになり，人民大衆にとって同概念に複数の解釈が

ないことから，本法では「法定代表者」概念を修正していない。

　　２）本条２項に関連して次の２つの問題がある。

　　　ア）まず「法律効果を法人が受け入れる」ことの前提条件は，「法定代表者が法人

名義により民事活動を行うこと」である。法定代表者は自然人が就任し，当該自

然人は法人の法定代表者の身分を有するだけでなく，当然自己名義により自己の

ために民事活動を行うことができるが，仮に自己名義により自己のために民事活

動を行った場合，法律効果は当然自身が受け入れなければならず，法人が受け入

れることはできない。

　　　イ）本項で使用している［承受］（受ける，受け入れる，引き受ける）という表現

につき，立法過程では［承受］を［承担］（負う，負担する）に修正すべきであり，

その方が通俗的で理解しやすいとの意見があった。検討の結果は次のとおり。

　　　　　法律用語において［承担］という表現は，しばしば「義務」「責任」とともに

用いられる。これに対応するのが，［享有］「有する」であり，これはしばしば「権

利」とともに用いられる。そして「権利」以外に「義務」「責任」が含まれる場合，

「受け入れる」［承受］と表現する方がより正確であるが，本条２項の「法定代

表者が法人名義で行った民事活動」の場合には，その法律効果として義務・責任

だけでなく権利が生じる可能性がある。仮に［承担］と表現して「権利」につい

て描写する場合には「権利を負う」という意味になるがそれは妥当でなく，むし

ろ［承受］と表現することで，権利，義務，責任のいずれも法人が受け入れる旨

の法意を正確に表すことができる（パートナー企業法８０条も同趣旨）。

　　３）本条３項は，法人による法定代表者の代表権に対する制限を外部に対抗できるか

という問題について規定する。法定代表者の代表権限につき，一部の国では明文規

定はないが，代表権に関する一般規定の解釈及び判例によると，法定代表者は管理

に関する無制限の代表権を有すると解されている。また他の国・地域の法律では，

法人は定款又はその他の方式（株主会決議等）により代表権限を制限できる旨を定

めるが，さらに当該制限が対外的に対抗できるか否かについては規定内容が分かれ

ている。

　　　　法人による法定代表者の代表権に対する制限は，法人の内部管理の問題であって

外部の第三者がそれを知ることは困難と言うべきであり，当該制限を外部の善意の

第三者に対抗できるとすれば，明らかに取引安全を害する。そこで本条３項は，「法

人定款又は法人の権力機構による法定代表者の代表権に対する制限は，善意の相手

方に対抗することができない。」と定めるが，その目的は善意の相手方の利益保護，

取引安全の保護にある。この規定の実質的内容は契約法５０条と同様であり，同条

では法人の法定代表者が権限を逸脱して締結した契約について，それが権限を逸脱
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していることを相手が知り又は知り得べき場合を除き，当該代表行為を有効とす

る9。契約法５０条は対外的に法律行為を行う観点から定められた規定であるのに対

し，本条は内部管理の観点から定められた規定であり，その目的は異なるが，基本

的趣旨は一致しており，内在する論理上で支え合い繋がっている。つまり本条３項

は契約法５０条の論理的前提であり，契約法５０条は本条３項の論理的帰結と言え

る。

　※参考文献 ①１７０－１７４頁，②１８２－１８６頁，③１４２－１４５頁，④１２

９－１３２頁。

【法定代表者職務執行上の権利侵害行為の責任負担】

第６２条　法定代表者が職務執行により他人に損害を与えた場合，法人が民事責任

を負担する。

２　法人は民事責任を負担した後，法律又は法人定款の規定に基づき，過失のあっ

た法定代表者に対して求償することができる。

　　本条は法定代表者職務執行上の権利侵害行為の責任負担に関する規定である（新設）。

１　立法理由・背景

　　　他の国・地域の立法を見ると，法定代表者による職務執行上の権利侵害行為につい

て法人が権利侵害責任を負担することが普遍的に認められており，民法通則４３条も

「企業法人は，法定代表者その他の職員の経営活動について民事責任を負う」と規定

する。そして本条１項では「法定代表者が職務執行により他人に損害を与えた場合，

法人が民事責任を負担する」としてこの問題について明確に規定している。

２　条文説明

　　１）本条１項の，法定代表者が職務執行により他人に損害を与えた場合における法人

の民事責任問題を解決するには，まず，法人が権利侵害行為能力（権利侵害責任能

力）を有することを確定しなければならない。法人が権利侵害行為能力を有するか

の議論は，法人の本質論とリンクしており，法人擬制説によると法人が権利侵害行

為能力を有することを認めないが，法人実在説によれば法人が権利侵害行為能力を

有することを認める。前述のとおり，中国では法人実在説が一般的に支持されてお

り，法人が権利侵害行為能力を有することを認める。したがって，法人の法定代表

者が法人の事務執行過程において他人の財産・人身に損害を与えた場合，その権利

侵害行為は法人自身の権利侵害行為とみなされ，法人が権利侵害責任を負担しなけ

ればならない。

　　２）法人が民事責任を負担した後，法定代表者に対して損害賠償請求権を行使できる

9 契約法５０条「法人又はその他の組織の法定代表者，責任者が権限を超えて締結した契約は，相手
方がその権限の踰越を知り又は知り得べき場合を除き，当該代表行為を有効とみなす。」
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かという問題について，現行の関連法ではこれを肯定している10。そして本法でも

肯定説が採用され，本条２項は「法人は民事責任を負担した後，法律又は法人定款

の規定に基づき，過失のあった法定代表者に対して求償することができる。」と規

定する。法人本質論に関する法人実在説によれば，法定代表者の行為こそが法人の

行為である。よって，法人が代理規定に基づいて法定代表者個人の責任を追及する

ことは困難になるが，本条２項でこれについて規定し，かかる問題の発生を回避し

ている。

　　３）立法過程では，法定代表者の職務執行が他人に損害を与えた場合，法人は民事責

任を負わなければならないが，実際には代表権を有するその他の者が法人職務を執

行する状況もあるため，草案の法定代表者の後に「及び代表権を有するその他の者」

を追加すべしとの意見があった。検討の結果は次のとおり。法人の職務執行につい

ては，以下の２つの状況が存在する。

　　　ア）法定代表者の場合。法定代表者は法人の機関に属し，法人を代表して民事活動

を行う。法定代表者と法人は同一の主体であり，法定代表者と法人の関係は代表

関係であり，代理関係ではない。

　　　イ）法定代表者以外で法人の業務任務を執行する者の場合。法定代表者以外で法人

の業務・任務を執行する者は法人の機関には属さず，それと法人は異なる主体で

あって，法人の授権に基づき，法人の代理として民事活動を行うが，かかる代理

は任意代理中の職務代理に属する。かかる状況は法定代表者の代表行為とは異な

ることを踏まえて，その代理の属性に基づいて関連内容を本法第７章「代理」第

２節「委託代理（任意代理）」において「法人又は非法人組織の業務を執行する

者が，その職権の範囲内の事項について，法人又は非法人組織の名義で民事法律

行為を行うとき，法人又は非法人組織に対して効力を生ずる」と規定している（１

７０条１項）。法人職員が職務執行により他人に損害を与えた場合も，当然法人

が民事責任を負わなければならないが，この内容は民法総則の民事主体に関する

法人部分で規定すべきではない。法定代表者について法人部分で規定するのは，

法定代表者が法人の機関だからである。他方，法人職員は法人の機関ではなく，

それと法人の関係は雇用関係であり，かかる関係は労働契約法の規制を受ける。

法人職員が職務執行により他人に損害を与えた場合，権利侵害責任を負担すべき

だが，その内容は将来的に民法典権利侵害責任編において規定すべき課題であ

10 例えば，会社法１４９条は「董事，監事，高級管理者は，会社の職務を執行する時，法律，行政法
規又は会社定款の規定に違反し，会社に損害を与えた場合，損害賠償責任を負わなければならない。」
とし，保険法８３条は「保険会社の董事，監事，高級管理者は，会社の職務を執行する時，法律，行
政法規又は会社定款の規定に違反し，会社に損害を与えた場合，損害賠償責任を負わなければならな
い。」と定める。
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る11。

　※参考文献 ①１７４－１７８頁，②１８７－１９１頁，③１４５－１４８頁，④１３

２－１３３頁。

【法人の住所】

第６３条　法人はその主たる事務機構の所在地をその住所とする。法に基づき法人

登記を経ることが必要な場合，主たる事務機構の所在地を住所として登記しなけ

ればならない。

　　本条は法人の住所に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　　法人が民事活動を行い，民事法律関係を形成する場合には，自然人と同様に一定の

地域を中心とする必要があり，住所が必要である。１つの法人は複数の活動場所又は

事務機構を有する可能性もあるが，法人の住所は１つだけである。法人の住所は法律

上，債務履行地，登記管轄，訴訟管轄，法律文書の送達場所，渉外民事関係の準拠法

等の決定等にとって重要な意義を有する。

２　条文説明

　　１）立法過程では法人の住所について異なる意見が存在した。例えば「主たる事務機

構の所在地」，「登記した住所」，「登記した住所を住所とし，登記した住所がその主

たる事務機構の所在地と一致しない場合，主たる事務機構の所在地を住所とする」，

「登記した住所を住所とし，登記していない場合は，主たる事務機構の所在地を住

所とする」，「主たる事務機構の所在地を住所とし，主たる事務機構の所在地を確定

できない場合，登記した住所を住所とする」等である。

　　２）調査検討の結果，主たる事務機構の所在地を法人の住所とすることを，法人の住

所を確定するための一般的ルールとするのが世界各国・地域で共通の方法であると

の結論に至った。現行の関連法でも，民法通則３９条が「法人はその主たる事務機

構の所在地を住所」とし，会社法１０条は「会社はその主たる事務機構の所在地を

住所」と定める。また最高人民法院「中華人民共和国民事訴訟法適用に関する解釈」

３条は「１項：公民の住所地とは，公民の戸籍所在地を指し，法人又はその他の組

織の住所地とは，法人又はその他の組織の主たる事務機構の所在地である。」「２項：

法人又はその他の組織の主たる事務機構の所在地が確定できない場合，法人又はそ

の他の組織の登録地又は登記地を住所地とする。」と定める。

　　３）もっとも，現実には多くの法人の登記住所が主たる事務機構の所在地と一致しな

い状況が確実に存在しており，これは登記管理機関の管理及び取引安全保護に不利

11 民法典権利侵害責任編草案二審稿９６７条「雇用組織の職員が業務上の任務の執行により他人に損
害を与えた場合，雇用組織が権利侵害責任を負う。雇用組織が権利侵害責任を負った後，故意又は重
過失ある職員に対して求償することができる。」
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益であることから，立法において住所登記の必要性を強調することが必要である。

上記要素を総合的に考慮して，本条では「法人はその主たる事務機構の所在地を住

所とする。法に基づき法人登記を経ることが必要な場合，主たる事務機構の所在地

を住所として登記しなければならない。」と規定した（「登記住所が主たる事務機構

の所在地と一致しない」場合の処理については本法６５条参照）。

　　４）本条では「主たる事務機構の所在地を住所として登記を行わなければならない」

の前に「法に基づき法人登記を経ることが必要な場合」という前提を付しているが，

その理由は事業単位及び社会団体等，法に基づき法人登記手続を経る必要のない法

人が依然存在することを考慮したものである。

　※参考文献 ①１７８－１８０頁，②１９１－１９３頁，③１４９－１５０頁，④１３

４－１３５頁。

【法人の登記変更】

第６４条　法人の存続期間において登記事項に変化が生じた場合，法に基づき登記

機関に変更登記を申請しなければならない。

　　本条は法人の変更登記に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　　法人登記は，法人が法によりその内部状況について国の登記機関に報告し，登記を

行う制度であり，法人の内部状況を対外的に公示する方法の一つである。法人登記に

よって公示することは，取引の相手方を保護するために必要であり，法人に対し必要

な管理監督を行い，社会経済秩序に対する調整・管理を効果的・間接的に行うために

も必要である。

　　　法律上，法人登記手続を経ずに成立できる少数の法人を除き，殆どの法人は登記機

関において法に基づく登記を経なければ法人資格を取得できない12。そして登記事項

は，しばしば組織形態，目的範囲，登録資本，法定代表者等のその基本的存在条件と

重要な関係のある事項であるが，法人類型によって登記事項は異なる。

２　条文説明

　　１）法に基づく登記を経て成立した法人は，法人資格を取得するとともに，登記機関

における登記事項についても対外的公示の効力が生じるところ，登記事項について

は法人の運営過程において変更される可能性があり，速やかに登記機関で変更登記

手続を行わない場合には，対外的に公示された登記情報と法人の実際の状況が不一

致を生じ，取引安全を害する。したがって，法人存続期間内に登記事項に変化が生

じた場合，法に基づき登記機関に変更登記を申請しなければならない。

12「会社登記管理条例」３条１項は「会社は会社登記機関での法による登記を経て，『企業法人営業許
可証』を取得した後，企業法人資格を取得する。」と規定しており，本文記載の考え方が鮮明に現れて
いる。
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　　２）立法過程では，本条をさらに詳細にして運用性を持たせる方がよいとして，「法

人の存続期間に，合併，分割又はその名称，組織形態，設立目的，登録資本，住所，

法定代表者，業務主管組織等に変更がある場合，法に基づき登記機関に登記を申請

しなければならない」に修正する意見もあった。

　　　　検討の結果は次のとおり。①異なる法人類型について，登記事項は必ずしも同じ

ではなく，具体的に列挙した場合でも，列挙した登記事項と異なる法人の登記事項

が完全に一致することはない（例えば，「登録資本」は営利法人の必要登記事項だが，

非営利法人の登記事項ではない。「業務主管単位」は非営利法人の必要な登記事項

だが，営利法人には一般に業務主管単位は存在しない）。

　　　　②現在中国では商事登記制度改革を推進しており，法定登記事項は次第に減少し

つつある。

　　　　③非営利組織改革も現在推進されて，一部の社会組織については業務主管部門に

よる審査承認前置手続が取消される予定であり，その結果それらの組織は直接登記

機関に登記を申請して法人資格を取得できる。２０１６年８月，党中央委員会弁公

庁，国務院弁公庁は「社会組織管理制度改革による社会組織の健全で秩序正しい発

展の促進に関する意見」を印刷配布している。すなわち，「直接登記を確実に推進

する。業界団体類，科学技術類，公益慈善類，都市・農村地域社会のサービス活動

に従事する社会組織を重点的に育成し，優先的に発展させることを提起している。

業界団体の成立は，『業界団体と行政機関の切り離しに関する全体計画』の趣旨に

従い，直接民政部門に対して法に基づき登記を申請する。（中略）民政部門が直接

登記申請の審査を行う場合は，広く意見を聴取し，必要に応じて関係部門の意見を

聴取し又は専門家による評価を行わなければならない。国務院法制弁公室は『社会

団体登記管理条例』等の行政法規の改正を重点的に推進しなければならない。民政

部は関係部門と共に直接登記を行う社会組織の分類基準及び具体的規則を早急に制

定しなければならない」旨を示している。

　　　　したがって，本条において「法人の存続期間に登記事項に変化が生じた場合，法

により登記機関に変更登記を申請しなければならない」と簡潔に表現して，具体的

登記事項を列挙しなかったことは，逆に正確であり，より妥当な表現ということが

できる。

　※参考文献 ①１８０－１８５頁，②１９３－１９６頁，③１５０－１５３頁，④１３

５－１３８頁。
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【法人に関する不実登記の効果】

第６５条　法人の実際の状況と登記事項が不一致である場合，善意の相手方に対抗

することができない。

　　本条は法人に関する不実登記の効果に関する規定である（新設）。

１　立法理由・背景

　　　法人の実際の状況と登記事項が不一致の場合には主に２種類ある。すなわち，①法

人の設立登記時において，法人の実際の状況と登記事項の不一致が発生する場合，②

存続期間中に登記事項に変更を生じたが法により速やかに変更登記手続を行わない場

合である。対外的に公示された登記情報と法人の実際の状況の不一致が生じると取引

安全が害されるため，法人の設立登記時には事実通りに関連事項の登記を行わなけれ

ばならず，法人の存続期間に登記事項に変更を生じた場合は速やかに変更登記を申請

するよう法律上要求されているが，さらに実務では各種原因により法人の実際の状況

と登記事項との不一致が発生しており，法人との取引安全を保護すべきことが本条の

背景にある。

２　条文説明

　　１）法人の実際の状況と登記事項が不一致の場合の法的効果について，中国の法律で

は明確な規定を置かなかったが，登記の対抗力問題に関しては物権法が「善意の第

三者に対抗することができない」旨の関連規定を置く（物権法２４条，１２９条，

１５８条，１８８条，１８９条参照）。他の国・地域の法律を見ると，一般に法人

の実際の状況と登記事項とが不一致の場合の法律効果については善意の第三者に対

抗できない旨を定めている。

　　２）この点，草案一審稿６１条は「法人の実際の状況とその登記事項が不一致である

場合，登記を信頼した善意の第三者に対抗することができない」としたが，再考を

求める指摘があった。すなわち，民法における「善意の第三者」概念には，既に登

記を信頼する意味が含まれており，「善意の第三者」とは登記簿の記載を信頼し，

当該記載が実際の権利状況と一致しないことを知らない買受人である（例えば善意

取得に関する物権法１０６条に「登記を信頼する」ことは特に規定されていない）。

「登記を信頼する」ことを追加した場合には，善意以外に信頼要件があるとの誤解

が生じ，第三者に登記を信頼したことの証明を要求する事態を招くが，これは善意

の第三者保護に不利益で立法目的に反する。よって草案中の「登記を信頼する」を

削除すべしとの意見である。検討の結果，同意見が採用され草案二審稿６３条では

「法人の実際の状況と登記事項が不一致である場合，善意の第三者に対抗すること

ができない」と修正された。

　　３）その後の立法過程では「法人の実際の状況が登記事項と不一致である場合」につ

いて，その効果は「善意の相手方に対抗することができない」か，又は「善意の第

三者に対抗することができない」かについて意見が分かれた。
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　　　　検討の結果は次のとおり。民法上の相手方とは契約の相手方当事者をいう。契約

の相対性に関する原理によれば，１つの契約関係（Ａ－Ｂ）において双方当事者は

互いに「相手方」である。善意の相手方と悪意の相手方の違いは次のとおりである。

例えば当事者（Ａ）に契約の効力に影響を及ぼす事由（処分権がない，代表権を逸

脱，代理権を逸脱，経営範囲を逸脱等）があり，相手方（Ｂ）が当該事由を「不知」

で取引した場合は「善意の相手方」である。逆に相手方（Ｂ）が当該事由を「明知」

の場合は「悪意の相手方」である。

　　　　他方，民法上の「第三者」とは，契約当事者以外の者で，その一方との間にある

種の法律関係が存在する特定の者である。さらに契約法上の「第三者」と物権法上

の「第三者」も異なる概念である。契約法上の「第三者」とは連続する取引契約（Ａ

－Ｂ，Ｂ－Ｃ）関係において，後の契約（Ｂ－Ｃ）関係の譲受人Ｃをいう。Ｃが前

の契約（Ａ－Ｂ）関係に無効，取消可能事由が存在することを「不知」で取引した

場合は「善意の第三者」に該当する。逆にＣが前の契約（Ａ－Ｂ）関係に無効，取

消可能事由が存在することを「明知」にも拘わらず取引した場合，「悪意の第三者」

になる。物権法上の「第三者」は主に重複取引（一物二売）契約（Ａ－Ｂ，Ａ－Ｃ）

関係で，後の契約（Ａ－Ｃ）関係の譲受人Ｃをいう。Ｃが前の契約（Ａ－Ｂ）関係

の存在を「不知」で取引を行う場合は「善意の第三者」になる。逆にＣが前の契約

（Ａ－Ｂ）関係の存在を「明知」にも拘わらず取引した場合，「悪意の第三者」に

該当する。

　　　　検討の結果，草案三審稿６３条では「法人の実際の状況と登記事項が不一致であ

る場合，善意の相手方に対抗することができない。」とされ，最終的に本条に反映

されている。

　※参考文献 ①１８５－１８９頁，②１９６－２００頁，③１５３－１５６頁，④１３

８－１４０頁。

【法人登記関連情報の公示】

第６６条　登記機関は，法に基づき適時に法人登記の関連情報を公示しなければな

らない。

　　本条は法人登記の関連情報の公示に関する規定である（新設）。

１　立法理由・背景

　　　本法６４条，６５条で指摘したように取引の相手方保護及び法人に対する監督管理

の観点からも法人登記の意義は重要である。しかし，一般大衆がこれらの登記情報を

容易に知ることができなければ，法人登記制度の構築にあたって期待された価値機能

を効果的に発揮することは困難である。一般大衆が容易迅速に各種法人の登記情報を

知ることを促進するため，登記機関は，重要な使命を担って代替できない役割を果た

しており他に転嫁できない責任を負担する。こうして本条は「登記機関は，法に基づ
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き適時に法人登記に関する情報を公示しなければならない」と規定している。

２　条文説明

　　１）まず営利法人登記情報の公示については，会社法６条３項が「公衆は，会社登記

機関に対して会社登記事項の閲覧を申請することができ，会社登記機関は，閲覧サー

ビスを提供しなければならない。」と定める（さらに企業情報公示暫行条例５条，

６条，２４条，会社登記管理条例５５条，企業法人登記管理条例２３条参照）。ま

た非営利法人登記情報の公示については，慈善法７０条が県級以上の人民政府民政

部門及びその他関係部門は，適時に関連の慈善情報を社会に対して公開しなければ

ならないと定める（（一）慈善組織登記事項，（二）慈善信託届出事項，（三）公開

募金資格を具える慈善組織リスト等）。

　　　　上述の各立法により，法人登記情報の公示問題について本法が規定するための基

礎が定められたということができるが，本条では「登記機関は，法により速やかに

法人登記の関連情報を公示しなければならない。」と定めて，これにより全ての法

人登記機関に対し「法に基づき適時に法人登記の関連情報を公示する」義務を設定

している。

　　２）立法過程では，市場信用体系の構築を推進するために，本条に「営利法人の登記

機関は企業信用情報公示システムを通じて法に基づき適時に営利法人登記に関する

情報を公示しなければならない」旨を追加すべしとの意見があった。

　　　　検討の結果は次のとおり。本条の「登記機関は，法に基づき適時に法人登記の関

連情報を公示しなければならない」規定には，「営利法人の登記機関は企業信用情

報公示システムを通じて法に基づき適時に営利法人登記に関する情報を公示しなけ

ればならない」という内容を包含できる。また民法総則の規定としては，適用上の

一般性を有すべきであって，法人の「一般規定」の節において，営利法人の登記情

報の公示問題について特に規定すべきではないとされた。

　　３）さらに立法過程では，次の意見があった。現実を見ると中国では全ての法人登記

情報を公示するための客観的条件を具備しておらず，現在は工商行政管理部門が営

利法人について比較的完全な登記・公示制度を構築しているが，その他法人につい

ては登記・公示制度が整備されておらず，一部法人の設立・変更には登記が要件と

されていない。よって，登記・公示制度は「営利法人」の節に規定すべきであり，

法人の「一般規定」の節で統一的に規定すべきでないとの意見である。

　　　　検討の結果は次のとおり。まず，前述のとおり，営利法人の登記情報公示の問題

については関連の法律・行政法規に既に明確な規定があり，非営利法人の登記情報

公示の問題についても慈善法に明確な規定がある。他方，本条は「登記機関」に関

する規定であって，「登記機関は，法に基づき適時に法人登記の関連情報を公示し

なければならない」と定めるが，その対象は「法に基づき登記手続が必要な」法人

であって，「法に基づき登記手続が必要でない」法人は含まれない。こうして上記

意見は採用されなかった。
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　※参考文献 ①１８９－１９３頁，②２００－２０４頁，③１５６－１５９頁，④１４

０－１４３頁。

【法人の合併，分割の効果】

第６７条　法人が合併する場合，その権利及び義務は合併後の法人が享有し，負担

する。

２　法人が分割する場合，その権利及び義務は分割後の法人が連帯債権を享有し，

連帯債務を負担する。但し，債権者と債務者に別段の約定がある場合を除く。

　　本条は法人の合併・分割の場合の権利・義務の享有・負担に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　１）法人の合併は，２つ以上の法人が清算手続を経ずに併合して１つの法人になる法

律行為である。法人の合併は，方式の違いにより，ア）吸収合併とイ）新設合併に

分けられる。ア）吸収合併は，１つ又は複数の法人が１つの現存の法人に吸収され，

吸収された法人の法人資格は消滅し，存続する法人の主体資格がなお存在すること

である。イ）新設合併は，２つ以上の法人が合併して１つの新たな法人になり，元

の法人は消滅し，新たな法人が生まれることである。

　　２）法人の分割は，１つの法人が２つ又はそれ以上の法人に分かれる法律行為である。

法人の分割は，方式の違いにより，ａ）派生分割とｂ）新設分割に分けられる。ａ）

派生分割は，元の法人は存在するが，元の法人から１つの新たな法人が分かれて成

立することである。ｂ）新設分割は，元の法人が２つ又はそれ以上の新たな法人に

分かれて成立し，元の法人が存在しなくなることである。

　　３）そして，合併・分割により存続する法人につき，登記事項に変化が生じた場合は，

変更登記を申請し，合併・分割により解散する法人は，抹消登記を申請し，合併・

分割により新たに設立された法人は，設立登記を申請しなければならない。

２　条文説明

　　１）立法過程では，法人が合併・分割した後の権利・義務の享有・負担をいかに表現

すべきかについて争いがあった。この点，草案一審稿６３条は民法通則４４条２

項13を参考にして「法人が合併，分割する場合，変更後の法人がその権利を享有し，

義務を負担する。」と定めたが，これに対しては会社法規定と一致しないとの指摘

があった。すなわち，会社法１７４条・１７６条によれば，会社が合併する場合，

合併の各当事者の債権・債務は合併後に存続する会社又は新設される会社が承継す

る。会社が分割する場合，分割前の債務は分割後の会社が連帯責任を負うが，分割

前に会社と債権者の間に別段の約定のある場合を除く。一審稿の上記規定は債権者

の利益保護に不利益であり，実務でも法人の分割を利用して債務を逃れる状況が存

13 民法通則４４条２項「企業法人が分割し，合併した場合，その権利及び義務は，変更後の法人がこ
れを享有し，負担する。」
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在する。よって本条の最後に「但し，会社の分割前に債権者との間で債務の弁済に

ついて締結した合意書に別段の約定がある場合を除く」旨を追加すべきであり，こ

うすれば一部の特殊状況に対処し，制度上の盲点を補い，債権者の合法的権益をよ

りよく保護できるとの意見である。

　　　　検討を経て上記意見が採用され，契約法９０条14を参考にして修正された草案二

審稿６５条では「法人が合併する場合，合併後の法人がその権利を享有し，義務を

負担する。法人が分割する場合，その権利及び義務について，分割後の法人が連帯

債権を享有し，連帯債務を負担する。債権者と債務者に別段の約定がある場合を除

く。」と規定した。

　　２）会社法１７６条と比較すると，本条２項には２つの違いがある。すなわち，①会

社法１７６条は会社分割前の債務負担について規定するだけだが，本条２項は法人

の分割前の権利・義務の承継問題について定める。また，②「分割前の債務は分割

後の法人が連帯責任を負う」の除外事由につき，会社法１７６条では「会社の分割

前に債権者との間で債務弁済について締結した合意書に別段の約定がある」と規定

し，債権者と債務者の間で合意した時間が会社の分割前であることを強調する。本

条２項の除外事由は「債権者と債務者の間に別段の約定がある」場合としており，

債権者と債務者の間に別段の約定があれば，それが法人の分割前か分割後かを問わ

ずに全て尊重される。

　※参考文献 ①１９３－１９５頁，②２０４－２０６頁，③１５９－１６１頁，④１４

３－１４５頁。

【法人の終了原因】

第６８条　次のいずれかの原因があり，かつ法により清算を完了し，抹消登記を経

た場合，法人は終了する。

（一）法人が解散したとき

（二）法人が破産宣告を受けたとき

（三）法律が規定するその他の原因

２　法人の終了につき，法律，行政法規が関係機関の許認可を必要と規定する場合，

その規定による。

　　本条は法人の終了原因に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　　法人の終了［终止］は，法人の消滅ともいい，法人の権利能力の終了を指す。法人

14 契約法９０条「当事者が契約締結後に合併する場合，合併後の法人又はその他の組織が契約上の権
利を行使し，契約上の義務を履行する。当事者が契約締結後に分割する場合は，債権者及び債務者間
に別段の約定がある場合を除き，分割された法人又はその他の組織は，契約上の権利及び義務について，
連帯債権を享有し，連帯債務を負担する。」
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の終了は，ちょうど自然人の死亡と同様だが，法人はその存続段階で民事主体として

各種民事活動を行い，各種の法律関係を形成する。法人はこれらの法律関係を繋ぎ合

わせ，引き受ける者として，多くの法律主体の利益に影響を及ぼす。法人によって形

成された法律関係につき，法人はその終了前に整理し，終了させる義務を負い，清算

完了後に法に基づいて消滅できる。法人清算制度は，法人解散後の事務を専門的に処

理するための法制度として，その実体規定から手続規定に至るまで，また原則的規定

から具体的制度に至るまで全て重要な社会的価値を有する。

２　条文説明

　　　本条は，法人が終了する各種原因（すなわち法人の解散，法人の破産宣告，法律の

定めるその他の原因）について概括的に規定し，そのロジックによって解散・清算に

関する規定を本節でとりまとめている。注意すべきは，本条は民法通則４５条15に基

づくものだが，同条と比較すると，概念の意味，及び用語の正確性等の面で大きな変

化があり，多くの差異が存在する点である。

　　１）「法人の解散」概念：本条１項１号所定の終了事由たる「法人の解散」は，広義

の概念であって，法人の権力機関の決議等による任意解散以外に，法による営業許

可証，登記証書の取消，閉鎖命令，資格取消等の行政解散も含まれ，さらに内部管

理の行き詰まりを理由とする人民法院による強制的解散も含み，その具体的状況に

ついては本法６９条が詳細に定める。これに対して民法通則４５条では「解散」と

「法による取消」を併記するが，これは「法人の解散」概念を狭義で使用しており，

法人の任意解散だけを示す。

　　２）「法人の終了」概念：本条所定の「法人の終了」は「法人の清算」とは異なる。

法人は，解散後に清算手続を行わなければならず，抹消登記が完了した時点で法人

は終了する。つまり，「法人の清算」は「法人の終了」の前提であり，「法人の終了」

は「法人の清算」の結果である。「法人の清算」と「法人の終了」の関係は，「法人

の設立」と「法人の成立」との関係に類似する。すなわち，法人設立行為が完了し

た結果が法人資格の取得，つまり法人の成立である。また法人の清算行為が完了し

た結果が法人の消滅，つまり法人の終了である。法人が終了する前の法人の清算段

階において，法人は「死亡」しておらず，その民事主体資格はなお存続している。

そこで本条１項では，「次のいずれかの原因があり，かつ法により清算を完了し，

抹消登記を経た場合，法人は終了する。」と規定して，「法人の清算」と「法人の終

了」を明確に区別している。

　　　　中国の立法及び司法実務では，清算中の法人の法的属性問題につき，人格の否定

から人格の肯定への過程を経た。まず，会社法制定以前，中国の民商事立法では解

散・清算中の法人の法的属性問題について明確にせず，法人の解散と終了の関係も

あいまいで，相互矛盾する内容もあった。

15 民法通則４５条「企業法人は，次に掲げるいずれかの原因により終了する。（一）法による取消，（二）
解散，（三）法による破産宣告，（四）その他の原因」
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　　　　清算中の法人の法的属性問題は，会社法施行後に段階的に明確になったものであ

る。まず，１９９４年７月施行の会社法１９３条では清算委員会が清算期間に行使

する職権について規定し，そのうち第７号の職権は「会社を代表して民事訴訟活動

に参加する」である。２００５年改正，翌年１月施行の会社法１８５条７号では「会

社を代表して民事訴訟活動に参加する」規定が，清算委員会が清算期間に行使する

職権として規定されただけでなく，さらに１８７条３項で「清算期間において会社

は存続するが，清算と関係がない経営活動を行ってはならない」と定めた。この「清

算期間において会社は存続する」規定により，清算中の会社の法人主体資格が依然

存続することが明確にされているが，これは中国において初めて清算中の会社の法

的属性を明確にしたものである。その後，最高人民法院の関連司法解釈ではこれま

での方法が変更されて，「最高人民法院『中華人民共和国会社法』の適用に係る若

干問題に関する規定（二）（以下「会社法適用規定（二）」という。）１０条では「会

社は法に基づき清算が終了し，抹消登記手続を行う前は，会社に関する民事訴訟に

ついて会社名義で行わなければならない。会社が清算委員会を設置した場合，清算

委員会の責任者が会社を代表して訴訟に参加する。清算委員会を設置していない場

合は，元の法定代表者が会社を代表して訴訟に参加する」と２項に分けて明確に規

定した。そして本法では会社法の上記規定をさらに抽象化し，一般法人の共通規定

として清算の法的効果等に関する規定を置く（本法７２条）。

　　３）本条１項２号所定の終了事由は「法人が破産宣告を受ける」ことである。法人が

破産宣告を受けた後，破産清算手続を開始し，人民法院が手配する。まず破産清算

の適用状況は「企業法人が満期債務を弁済することができず，資産が全ての債務を

弁済するのに不十分又は明らかに弁済能力が欠けている」場合である（企業破産法

２条１項）。これに対して通常清算の適用状況は，法人の資産が負債を上回ること

であり，通常清算の進行過程において，法人資産が債務を下回ることが発見された

場合，清算委員会は人民法院に破産を申し立て，通常清算手続を破産清算手続に変

更しなければならない。そして会社法１８７条では「１項：清算委員会は，会社財

産を整理し，貸借対照表及び財産明細書を作成した後，会社財産が債務完済に不足

することが判明した場合，法により人民法院に破産宣告を申請しなければならな

い。」「２項：会社が人民法院の裁定により破産宣告を受けた後，清算委員会は，清

算事務を人民法院に引き継がなければならない。」としている。

　　４）本条１項３号所定の終了事由は「法律が規定するその他の原因」である。これは

弾力的な包括規定であり，将来的に民事立法が社会生活の調整に適応するための制

度の接点を残している。

　　５）本条２項は「法人の終了につき，法律，行政法規が関係機関の許認可を必要と規

定する場合，その規定による。」と定めるが，これは論理上５８条３項に呼応した

内容である。法人の設立につき法律・行政法規で「関係機関の許認可を必要」とす

ることを認める以上，法人の終了についても同様の規定を認めなければならない。
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そして，現行の関連法を見ると，法人の終了について関係機関の許認可を必要とす

る旨を法律・行政法規が規定する例は少なくない（商業銀行法６９条１項，民営教

育促進法５６条・５８条参照）。

　※参考文献 ①１９５－２００頁，②２０７－２１２頁，③１６１－１６５頁，④１４

５－１４９頁。

【法人の解散】

第６９条　次の各号に掲げる状況のいずれかに該当する場合，法人は解散する。

（一）法人定款に規定する存続期間が満了し，又は法人定款に規定するその他の解

散事由が発生したとき

（二）法人の権力機関が解散を決議したとき

（三）法人の合併又は分割により解散が必要なとき

（四）法人が法により営業許可証，登記証書を取上げられ，閉鎖を命じられ，又は

取り消されたとき

（五）法律が規定するその他の状況

　　本条は法人が解散する具体的状況に関する規定である（新設）。

１　立法理由・背景

　　　本条は本法６８条１項１号所定の「法人が解散したとき」を受けて，「法人の解散」

の主な具体的状況について規定する（会社法１８０条対照）16。これらの状況には法人

定款又は権力機関の決議等による任意解散以外に，法による営業許可証，登記証書の

取り上げ，閉鎖命令，資格取消等の関連主管機関による強制的解散も含まれ，さらに

内部管理の行き詰まりを理由とする人民法院による強制解散等を含んでいる。

２　条文説明

　　１）まず，任意解散は私的自治が具現化されたものであり，社会公共利益に関わる場

合を除き，一般に尊重しなければならない。次に，法定条件を満たす行政上の強制

的解散は，国が社会を管理するために必要な手段であり，主に営業許可証，登記証

書の取り上げ，閉鎖命令，取消等が含まれる。営利法人が営業許可証を取り上げら

れた（会社法２１１条，１９８条参照），非営利法人が登記証書を取り消された（慈

善法第９８条参照），法人が閉鎖命令を受けた（海洋環境保護法４５条，証券法２

１９条，タバコ専売法３０条参照），又は取り消された（証券会社リスク処置条例

１９条参照）場合，これらはいずれも営業を継続又はその他目的の事業に従事する

16 会社法１８０条「会社は次の事由により解散する。（一）会社定款に定める営業期間が満了し，又は
会社定款に定めるその他の解散事由が発生したとき。（二）株主会又は株主総会が解散の決議を行った
とき。（三）会社の合併又は分割により解散が必要なとき。（四）法により営業許可証が取上げられ，
閉鎖を命じられ，又は取り消されたとき。（五）人民法院が本法第１８２条の規定に基づき解散させた
とき。」
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資格を喪失したことを意味し，解散しなければならない。なお，司法強制解散（会

社法１８２条参照）について本条は列挙していないが，本条５号所定の「法律が規

定するその他の状況」に含まれる。

　　２）立法過程では，次の意見があった。すなわち，会社法１８１条１項は「会社が本

法第１８０条第１号の状況に該当する場合，会社定款の改正を通じて存続すること

ができる」と規定するが，本条１号所定の解散状況たる「法人定款に規定する存続

期間が満了し，又は法人定款に規定するその他の解散事由が発生したとき」は，会

社法１８０条１号所定の「会社定款に定める営業期間が満了し，又は会社定款に定

めるその他解散事由が発生したとき」と基本的に一致する。よって会社法規定と同

様に本条に第２項として「法人が前項第１号の状況に該当する場合，法人定款の改

正を通じて存続することができる」旨の規定を追加すべしとの意見である。

　　　　検討の結果は次のとおり。まず，本条５号の「法律が規定するその他の状況」に

は会社法１８１条に定める状況を含めることができ，第２項を追加しなくても会社

法規定との間に矛盾を生じない。他方，会社法１８１条１項の「会社が本法第１８

０条第１号の状況に該当する場合は，会社定款の改正を通じて存続することができ

る」の後に，第２項が「前項の規定に従って会社定款を改正する場合，有限会社は

株主が有する表決権の３分の２以上をもって採択しなければならず，株式会社は株

主総会に出席した株主が有する表決権の３分の２以上をもって採択しなければなら

ない」とする。法人類型は豊富かつ多様であり，会社以外の法人，とりわけ非営利

法人等については，具体的規則内容に差異が存在する可能性がある。また本条５号

に基づき，この問題は関連単行法により必要に応じて個別に解決できること等から

上記意見は採用されなかった。

　※参考文献 ①２００－２０５頁，②２１２－２１７頁，③１６５－１６８頁，④１４

９－１５１頁。

【法人解散後の清算】

第７０条　法人が解散する場合，合併又は分割の場合を除き，清算義務者は適時に

清算組織を組成して清算を行わなければならない。

２　法人の董事，理事等の執行機関又は意思決定機関の構成員を清算義務者とする。

法律，行政法規に別段の規定がある場合はその規定による。

３　清算義務者が適時に清算義務を履行せず，損害を与えた場合，民事責任を負わ

なければならない。主管機関又は利害関係人は，人民法院に対して，関係者を指

定して清算組織を設けて清算を行うよう申請することができる。

　　本条は法人解散後の清算義務者と強制清算手続の発動事由に関する規定である。

１　立法理由・背景

　　　清算義務者は，法人の解散後に法に基づき清算手続を開始する義務を負う主体であ
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り，その義務は法律規定に基づいて関連の清算手続を適時に開始し，法人を終了させ

ることである。清算義務者は法人清算の実施主体ということもできる。これに対して

清算人は，中国では通常の場合は［清算组］（清算組織，清算グループ，清算委員会）

と呼ばれる清算事務を具体的に担当する主体をいい，その義務は法定手続に従って清

算を行うことにある。法人の解散後に清算を行わない場合，清算人は存在しないが，

清算義務者は終始存在する。なお清算義務者が直接清算人として清算を行う場合には，

具体的な民事主体面で競合が生じる。清算義務者の概念及びその責任を明確にするこ

とは，清算義務者に適時に清算義務を履行するよう促し，既に死に体にあるいわゆる

「ゾンビ企業」［僵尸企业］を根源から減少させること等において重要な意義を有する。

　　　これまで中国の立法では「清算義務者」概念が用いられたことがなく，パートナー

シップ企業法，個人独資企業法では「清算人」概念が用いられ，会社法等のその他法

律で多く用いられているのが清算委員会［清算组］概念であった。

２　条文説明

　　１）清算義務者の適時清算義務（本条１項）

　　　ア）本条１項では，清算義務者の適時清算義務を定める。すなわち，法人の清算義

務者は，適時に［及时］その負担する清算手続を発動し，清算組織を設ける義務

を履行しなければならず，これは司法強制解散の場合も例外ではない。この点，

「会社法適用規定（二）」２条では，「株主が会社解散の訴訟を提起し，同時に会

社の清算についても人民法院に申請した場合，人民法院は株主が提出した清算の

申請については受理しない。人民法院は，原告に対し，人民法院が会社解散を判

決した後に，会社法第１８３条及び本規定第７条の規定に従い，自ら清算を実施

し，又は人民法院に別途会社の清算を申請するように告知することができる。」，

同７条「会社は，会社法第１８３条の規定に従い，解散事由が生じた日から１５

日以内に清算委員会を成立させ，自ら清算を開始しなければならない。」として

いる。

　　　イ）本条１項は「法人が解散する場合，合併又は分割の場合を除き，清算義務者は

適時に清算組織を組成して清算を行わなければならない。」と定める。立法過程

では「適時に」［及时］をさらに詳細に表現し，法人の解散後に清算義務者が清

算組織を組成する期間を明確に規定することで運用性を向上させるべしとの意見

があった。検討の結果は次のとおり。

　　　　　まず，法人類型は多様であり，異なる類型の法人が解散した後の清算組織の組

成に必要な時間は必ずしも同じでない。例えば，会社法１８３条によると，会社

は解散事由が発生した日から１５日以内に清算委員会を成立させ，清算を開始し

なければならない。他方，慈善法１８条によると，慈善組織の意思決定機関は終

了事由が発生した日から３０日以内に清算組織を成立させ，清算を行わければな

らない。よって，本法において法人類型等を区別せずに１つの固定した期間を規

定すべきではなく，「適時に清算組織を組成して清算を行わければならない」と
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いう基本的要件を抽象的に定めることによって関連特別法に方向性を示し，具体

的期間は各関連特別法で本法による「適時に」の原則的要求に従って，それぞれ

の実際状況を踏まえて規定する方がより良い効果が得られるとされた。

　　２）清算義務者の担当主体（本条２項）

　　　ア）本条２項は清算義務者の担当主体について定める。清算義務者確定に関する一

般原則としては，まず①董事，理事は，法人の執行機関構成員である可能性だけ

でなく，法人の意思決定機関構成員である可能性もある。しかし，それが執行機

関構成員・意思決定機関構成員のいずれであっても，董事，理事又は董事，理事

に相当する地位の主体を清算義務者としなければならない。

　　　　②董事，理事は，執行機関構成員・意思決定機関構成員のいずれであっても，法

人に対して忠実義務・善管注意義務を負い，董事，理事は法人の運営状況につい

て最も理解し得る。法人の解散事由が発生した場合，董事，理事は法に基づき適

時に清算手続を開始し，法人財産が管理者不在により損害を受けないことを保証

する義務を負う。この点，国外の法律では一般に法人に解散事由が発生した場合，

董事を法定清算人とする旨を規定しており，法定清算人と清算義務者の間に競合

が生じる。中国の現行法を見ると，会社法１８３条は株式会社の董事を清算義務

者とする，つまり法人の執行機関構成員を清算義務者とする旨を定める。他方，

慈善法１８条は慈善組織の意思決定機関構成員を清算義務者とする。慈善組織の

組織形態には基金会及び社会サービス機関が含まれ，両者はいずれも寄付法人［捐

助法人］であるが，寄付法人に権力機関は存在せず，理事会等の意思決定機関だ

けが存在する。よって慈善法１８条所定の意思決定機関構成員とは寄付法人の理

事等の意思決定機関の構成員である。

　　　　　ここで注意を要するのは，現在の中国法体系において，理事，董事の呼称が混

乱している点であり，一般的に言えば営利法人の執行機関構成員は董事，非営利

法人の寄付法人の意思決定機関構成員は理事，非営利法人の社会団体法人の執行

機関構成員も理事と呼ばれているが，民営教育促進法では，意思決定機関構成員

も董事又はその他呼称が用いられている。

　　　イ）法律，行政法規で例外規定を認める場合。破産清算以外の清算につき，法律，

行政法規で清算に関する例外規定が認められる状況はさらに２つに分かれる。す

なわち，ア）法人が自ら清算を行う状況下での清算義務者の例外（会社法１８３

条参照），イ）行政清算の状況下で行政主管機関を清算主体とする場合（民営教

育促進法５８条，商業銀行法７０条，保険法１４９条，証券会社リスク処置条例

１９条～２１条，２３条参照）である。

　　３）清算義務者が適時に清算義務を履行しない場合の効果（本条３項）

　　　ア）本条３項は，清算義務者が適時に清算義務を履行しない場合の効果を定める。

　　　　　この点，大量の法人とりわけ企業法人の解散後に清算すべきであるにも拘わら

ず清算を行わない現象，さらには故意に解散の機会に乗じて債務を逃れる現象が
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際立っており，こうした既に死に体にある「ゾンビ企業」［僵尸企业］の存在が，

市場経済秩序・社会秩序の健全な状態を脅かしている。会社法等の法律又は行政

法規は，法人解散後に清算しなければならない旨を定めるが，清算義務を履行し

ない場合の法的責任については規定しておらず，会社法では清算人の清算過程に

おける法的責任だけを規定するが，これは法人解散後に法に基づいて清算が行わ

れない根本的原因の１つになっている。よって，清算義務者が法に基づき清算を

行う法的責任を強化し，健全で秩序正しい法人撤退の仕組みを構築し，上記「ゾ

ンビ企業」の発生を減少させ，法人と関係がある利害関係人の合法的権益を保護

しなければならない。

　　　　　立法レベルにおいて清算義務者の責任に関する規定が欠けることから，最高人

民法院は実務のニーズに応え，司法解釈により清算義務者が清算すべきであるに

も拘わらず清算を行わない場合に負担すべき民事責任に関する規定を置く。すな

わち「会社法適用規定（二）」１８条「１項：有限責任会社の株主，株式会社の

董事及び支配株主が所定期間内に清算委員会を成立させて清算を開始しなかった

ために，会社財産価値が下落し，流出し，破損し，又は滅失し，債権者がそれら

に対して損害を生じた範囲内で会社債務について賠償責任の負担を主張する場

合，人民法院はこれを支持しなければならない。」「２項：有限責任会社の株主，

株式会社の董事及び支配株主が義務の履行を懈怠したことにより，会社の主たる

財産，帳簿，重要文書等が滅失し，清算を行えなくなり，債権者がそれらに対し

て会社債務について連帯して弁済責任を負担するよう主張した場合には，人民法

院はこれを支持しなければならない。」「３項：上記の状況が実質的支配者の責め

により生じたものであり，債権者が実質的支配者に対して会社の債務について然

るべき民事責任の負担を主張した場合には，人民法院はこれを支持しなければな

らない。」と定めている（会社解散後に法に基づき清算を行わず虚偽清算報告を

した場合につき同１９条，抹消登記申請及び清算関連の場合につき同２０条を参

照）。

　　　　　民法総則草案一審稿，二審稿はいずれも上記司法解釈規定の趣旨を参考にして，

清算義務者が法に基づき清算義務を履行しない場合に負担すべき民事責任を定め

た。二審稿７１条は「１項：清算義務者が清算義務の履行を怠り，法人の財産に

損害を与えた場合，当該損害の範囲内で法人の債務等に対して責任を負わなけれ

ばならない」，「２項：清算義務者が清算義務の履行を怠り，法人の主な財産，帳

簿，重要文書等が滅失し，清算を行うことができなくなった場合，法人の債務等

に対して連帯責任を負わなければならない。」と定めた。もっとも，その後の立

法過程では当該条項は過度に具体的であり，民法総則で規定するのは適切ではな

いとの指摘があった。検討の結果は次のとおり。当該条項を削除することはでき

るが，清算義務者が適時に清算義務を履行しない場合に負担すべき民事責任に関

する抽象的規定を定めなければならない。
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　　　イ）こうして，本条第３項が規定されたものだが，２種類の異なる性質の法的効果

を含む。

　　　　　第１に手続に関する効果として，強制清算手続の開始であり，「主管機関又は

利害関係人は，人民法院に対して，関係者を指定して清算組織を設けて清算を行

うよう申請することができる。」であり（本条３項後段），強制清算手続の開始体

には，主管機関及び利害関係人が含まれる17。

　　　　　第２に実体面での責任に関する効果であり，「清算義務者が適時に清算義務を

履行せず，損害を与えた場合，民事責任を負わなければならない。」（本条３項前

段）。これについて権利侵害責任の原理に基づいて責任の有無を判断する場合，

客観的に清算義務者が適時に清算義務を履行せず，損害を与え，損害と清算義務

者が速やかに清算義務を履行しないこととの間に因果関係が存在すること，主観

的に清算義務者に過失のあることを基準とする。

　※参考文献 ①２０５－２１３頁，②２１７－２２５頁，③１６８－１７４頁，④１５

１－１５９頁。

【法人清算手続の法律適用】

第７１条　法人の清算手続と清算組織の職権については，関係の法律規定による。

規定がない場合は，会社法の関係規定を参照適用する。

　　本条は法人の清算手続及び清算組織の職権の法律適用に関する規定である（新設）。

１　立法理由・背景

　　１）法人が解散し，清算組織を設置した後，具体的な清算手続に入り，清算組織は法

律に定める職権に基づき，法定の清算手続に従って清算業務を行う。法人の清算手

続及び清算組織の職権は，法人清算制度の核心となる内容であり，清算制度の価値

機能の発揮にとって重要な意義を有する。換言すれば清算手続及び清算組織の職権

に関する規定がなければ，法人の清算もその手引き・規定等がないことから，これ

を効果的に進めることが困難となる。

　　２）法人の清算問題について，法人に関する専門の法律及び行政法規に関連規定はあ

るが，清算手続及び清算組織の職権について運用性を有する規定は，会社法第十章

「会社の解散及び清算」（１８０条～１９０条）において規定しており，そのうち

17 主管機関が開始主体となる例としては，慈善法１８条２項「清算組織を成立しない又は清算組織が
職責を履行しない場合，民政部門は関係者を指定し，清算組織を成立し，清算を行うことを人民法院
に申し立てることができる。」また利害関係人が開始主体となる例としては，会社法１８３条「期日を
過ぎても清算委員会を成立し，清算を行わない場合は，債権者は関係者を指定し，清算委員会を成立し，
清算を行うことを人民法院に申し立てることができる。」を参照。
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清算手続及び清算組織の職権に関する規定は比較的完全な内容になっている18。

２　条文説明

　　　本条によると，法人の清算手続及び清算組織の職権は，まず関連の法律規定に従わ

なければならない。規定がない場合には，会社法の関連規定を参照適用する。本条で

採用されている立法方式は，国外の一部の国・地域の方式と同様であり，法人の清算

に関する一般的手続に清算制度が整備された個別法を適用するものである。本条所定

の「規定がない場合，会社法の関係規定を参照適用する」旨の条項は，多くの法律，

行政法規の清算制度における空白を埋めるとともに，現在の条件下において立法コス

トを大幅に節約するものである。さらに本法施行後に法人清算制度全体をこれによっ

て活性化できる点で，その意義は重要である。

　※参考文献 ①２１３－２１６頁，②２２５－２２９頁，③１７５－１７７頁，④１５

９－１６１頁。

【清算の法的効果等】

第７２条　清算期間において法人は存続する。但し，清算に関係のない活動を行っ

てはならない。

２　法人清算後の残余財産は，法人定款の規定又は法人権力機関の決議に基づいて

処理する。法律に別段の規定がある場合は，その規定による。

３　清算が結了し，かつ法人の抹消登記が完了したとき，法人は終了する。法に基

づき法人登記手続を行う必要がない場合は，清算結了時に法人は終了する。

　　本条は清算中の法人の地位，清算後の残余財産の処分，法人の終了に関する規定であ

る。

１　立法理由・背景

　　１）法人は解散後に清算段階に入り，清算中の法人と解散前の法人は同一の法律上の

統一体であり，清算中の法人はなお独立した法人の地位を有するが，解散前の法人

と比較すると，清算中の法人の権利能力及び行為能力は縮小して清算目的の範囲内

に厳格に制限される。上述の通り２００５年改正会社法１８７条３項の「清算期間

18 会社法１８４条「清算委員会は，清算期間において次に掲げる権限を行使する。（一）会社財産を整
理し，貸借対照表及び財産明細表を作成すること，（二）債権者に通知し，又は公告を行うこと，（三）
清算に関連する会社の残業務を処理すること，（四）未納の税金及び清算の過程において生じた税金を
納付すること，（五）債権及び債務を整理すること，（六）会社が債務を弁済した後の残余財産を処分
すること，（七）会社を代表して民事訴訟活動に参加すること。」
　同１８５条「１項：清算委員会は，成立の日から１０日以内に債権者に通知しなければならず，か
つ６０日以内に新聞上で公告しなければならない。債権者は，通知書の受領日から３０日以内，通知
書を受領していない場合は公告日から４５日以内に，清算委員会に債権を届け出なければならない。」
「２項：債権者が債権を届け出るときは，債権に関連する事項を説明し，かつ証明資料を提出しなけ
ればならない。清算委員会は，債権を登録しなければならない。」「３項：債権の届出期間中，清算委
員会は債権者に対して弁済をしてはならない。」
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において会社は存続するが，清算と関係がない経営活動を行ってはならない」規定

により清算中の法人の属性問題が明らかにされたが，さらに本条では清算中の会社

の法的地位に関する上記ルールを抽象化して，清算中の法人の法的地位に関する共

通ルールを定めている。

　　２）解散前の法人と清算中の法人の人格は同一であることから，清算中の法人は，解

散前の法人から引き継いだ民事訴訟及び新たな民事訴訟における当事者能力を有す

る。つまり，清算中の法人は，一般的な民事訴訟の主体資格を有し，関連する解散

前の法人の法律関係により生じた全紛争について清算中の法人が訴訟主体として訴

訟活動に参加する。また法により選任された清算人は，法人を代表して訴訟に参加

する。中国では清算組織を清算主体とするモデルの下で，清算組織の責任者が訴訟

代表者として訴訟活動に参加する（「会社法適用規定（二）」１０条参照）。

２　条文説明

　　１）本条１項は，「清算期間において法人は存続する。但し，清算に関係のない活動

を行ってはならない。」と定める。立法過程では，清算中の法人が貸付金返済を受

領できるかについて明確にすべしとの意見があった。検討の結果は次のとおり。清

算期間は，法人は清算目的のためだけに存続し，新たな経営活動等清算と関係がな

い活動を行ってはならないが，これは法人清算制度の目的によるものである。清算

制度の目的は，法人をめぐって発生した各種法律関係を全面的に整理して終了させ，

その後に適法に法人を終了させ，市場から撤退させる点にある。そして清算活動自

体には債権債務の整理，清算と関連する法人が完了していない業務の処理が含まれ

る（会社法１８４条参照）19。それゆえ，法人の清算期間において，清算組織は貸付

金返済を受領でき，また受領しなければならない。そして本法７１条では既に「法

人の清算手続と清算組織の職権については，関係法律規定による。規定がない場合，

会社法の関係規定を参照適用する」と明確に規定することから，貸付金返済の受領

について本条で重ねて規定する必要はないとされた。

　　２）本条２項は，法人の清算後の残余財産処分に関するルールについて規定する。一

般的に言えば，法人の清算後の残余財産をいかに処分するかは，私的自治の問題で

あり，法人の構成員，設立者の意思を尊重し，法人定款の規定又は法人の権力機関

による決議に基づき処理しなければならない。そして他の国・地域の立法において

も，一般的に類似の規定が置かれている。

　　　　次の２点に注意を要する。①本項では「法律に別段の規定がある場合は，その規

定による。」という但書がおかれ，法律で法人の清算後の残余財産処分の問題につ

いて例外的に特別規定をおくことが認められている。また②本項は公益目的のため

に設立された非営利法人には適用されない。公益目的のために設立された非営利法

人終了後の残余財産処分に関するルールは，特殊性を有するため，本法９５条で特

19 会社法１８４条につき前掲注１８参照。
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別に規定している20。

　　３）本条３項では，法人が法に基づき法人登記手続を行う必要があるか否かで区別し

て，法人解散後にいつ法人が終了するかを規定している。

　※参考文献 ①２１６－２１９頁，②２２９－２３２頁，③１７８－１８０頁，④１６

１－１６４頁。

【法人破産清算による終了手続】

第７３条　法人が破産宣告を受けた場合，法に基づき破産清算を行い，かつ法人の

抹消登記が完了したときに，法人は終了する。

　　本条は法人破産清算による終了手続に関する規定である（新設）。

　　法人の解散後に行う清算とは異なり，法人が破産宣告を受けた後は，法に基づき破産

清算を行う。企業破産法の適用範囲は原則として企業であるが，その例外につき同法１

３５条は「その他法律に企業法人以外の組織の清算が破産清算に属する旨を規定してい

る場合，本法に定める手続を参照適用する」と定める（農民専業合作社法４８条，民営

教育促進法５８条，パートナー企業法９２条参照）。本条は立法コストを低下させ，企

業法人以外の組織に対して破産清算手続の参照適用のルートを提供するものである。

　※参考文献 ①２２０－２２２頁，②２３３－２３５頁，③１８０－１８２頁，④１６

４－１６６頁。

【法人の分支機構】

第７４条　法人は，法に基づき分支機構を設けることができる。法律，行政法規が

分支機構について登記手続を行う旨を規定する場合，その規定による。

２　分支機構が自己の名義で民事活動を行う場合，発生した民事責任は，法人が負

担する。まず当該分支機構の管理する財産をもって負担し，不足する場合には法

人が負担することもできる。

　　本条は法人の分支機構（支部組織）に関する規定である（新設）。

１　条文説明

　　１）法人が自主的に分支機構を設立できること（本条１項前段）

　　　　本条１項前段は「法人は，法に基づき分支機構を設けることができる。」と定める。

法人が自主的に分支機構を設立できるか否かの問題は，次の問題に関係する。すな

20 本法９５条「公益目的で成立した非営利性法人が終了する場合，出資者，設立者又は会員に残余財
産を分配してはならない。残余財産は，法人定款規定又は権力機関の決議に従って公益目的に用いな
ければならない。法人の定款規定又は権力機関の決議に従って処理することができない場合，主管機
関が主宰して，趣旨を同じくする，又はそれに近い公益を目的とする法人に移管するとともに，社会
に公告する。」
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わち，①分支機構を設立できるか否か，及び②分支機構の設立に審査承認が必要か

の問題であるが，これらについては関連の法律，行政法規に従わなければならない。

すなわち，まず会社法１４条１項は「会社は支店を設立することができる。支店を

設立する場合，会社登記機関に対して登記を申請し，営業許可証を受領しなければ

ならない。支店は法人格を有せず，その民事責任は会社が負う。」とし，保険法７

４条１項「保険会社は，中華人民共和国内に分支機構を設置する場合，保険監督管

理機構の認可を受けなければならない。」２項「保険会社の分支機構は法人格を有

さず，その民事責任は保険会社が負う。」と定める。さらに社会団体登記管理条例

１７条１項では「社会団体の分支機構，代表機構は社会団体の組成部分であり，法

人格を有さず，その所属する社会団体の定款所定の目的及び業務範囲に照らして，

当該社会団体の授権の範囲内において活動を行い，会員を発展させなければならな

い。社会団体の分支機構は，さらに分支機構を設立してはならない。」とされている。

　　２）法人が設立した分支機構の登記（本条１項後段）

　　　　本条第１項後段は「法律，行政法規が分支機構について登記手続を行う旨を規定

する場合，その規定による。」と定める（例えば会社法１４条１項，商業銀行法２

１条，保険法７７条は登記手続を要求する）。また，社会団体法人，基金会が分支

機構を設立する場合，関連規定によれば登記手続を行わなければならないが，国務

院は「行政審査・承認項目の取消及び権限移譲に関する国務院の決定」（国発（２

０１３）４４号）において全国的な社会団体の分支機構，代表組織の設立登記，変

更登記及び抹消登記に関する民政部の行政審査・承認項目を取り消した。これを受

けて民政部は，社会団体登記管理制度の改革を推進し，政府機能を確実に転換し，

社会団体の活力を強化し，経済社会の発展におけるその積極的な役割を発揮させる

ために，「全国的な社会団体の分支機構，代表組織の登記の行政審査・承認項目の

取消に関する国務院決定を徹底して実施することに関する通知」（民発（２０１４）

３８号）を公布し，「一．『決定』の公布日から，当部は全国的な社会団体の分支機

構，代表組織の設立，変更，抹消登記の申請を受理せず，上述の組織の登記証明書

の再交付を行わず，分支機構，代表組織の刻印の証明書を交付しない。二．全国的

な社会団体は団体定款に定める趣旨及び業務範囲に基づいて，自ら分支機構，代表

組織の設立，変更及び終了を決定できる。前述の決定は理事会又は常務理事会が議

論の上に採択し，議事録を作成し，原始資料を適切に保存しなければならない」と

明確に規定している。

　　３）分支機構が自己名義により民事活動を行って生じた民事責任（本条２項）

　　　　法人の分支機構（支部組織，出先機関，支店）が自己名義により民事活動を行っ

て生じた民事責任は，誰が負担すべきであり，条文でどう表現すべきか。この問題

につき，立法過程では異なる意見が存在した。すなわち，Ⅰ）分支機構が自己名義

で民事活動を行って生じた民事責任は法人が負担すべきである。Ⅱ）分支機構が自

己名義により民事活動を行って生じた民事責任はまず法人の分支機構が負担すべき
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だが，分支機構の財産が債務を弁済するのに不十分である場合，法人が当該分支機

構の民事活動に対して民事責任を負担する。Ⅲ）分支機構が自己名義で民事活動を

行って生じた民事責任は分支機構及び法人が共同で負担すべきである。Ⅳ）分支機

構が法人の授権を受けた後に自己名義により民事活動を行い，これにより生じた民

事責任についてのみ法人が負担すべきである，等である。

　　　　検討の結果は次のとおり。まず，法人の分支機構は法人の授権の範囲内で法に基

づき民事活動を行い，経営管理する財産は法人財産の一部であるが，分支機構は独

立した人格を有さず，その人格とそれを設立した法人の人格は合わせて１つである。

したがって，法人の分支機構が自己名義により民事活動を行った場合，これにより

生じた民事責任は法人が負わなければならず（本条２項前段），現行の関連法にも

これに関する同様の規定がある21。

　　　　他方で，金融機関の分支機構等の一部の特殊な分支機構は，しばしばその管理財

産で既に債権者の債権を満たすことができることから，実務ではその法人を共同被

告として追加する必要はなく，そうすることで債権者の利益を害さず，債権者及び

法人のいずれにとっても便宜である。こうして，実務のニーズを踏まえて「まず当

該分支機構の管理する財産をもって負担し，不足する場合には法人が負担すること

もできる。」旨を追加している（本条２項後段）。

　※参考文献 ①２２２－２２６頁，②２３５－２４０頁，③１８２－１８６頁，④１６

６－１７０頁。

【法人設立の法的効果】

第７５条　設立者が法人設立のために行う民事活動につき，その法律効果は法人が

受け入れる。法人が成立していない場合，その法律効果は設立者が受け入れ，設

立者が２人以上の場合は，連帯債権を享有し，連帯責任を負担する。

２　設立者が法人設立のために自己名義で行った民事活動により発生した民事責任

につき，第三者は，法人に請求するか，又は設立者に請求するかの選択権を有す

る。

　　本条は法人設立行為の法律効果に関する規定である（新設）。

１　立法理由・背景

　　１）法人の成立前にはまず設立行為が必要であり，法人は設立行為の完了によって成

立し，民事主体になる。設立行為開始から法人成立に至るまで，通常は一定期間を

21 例えば会社法１４条１項「…支店は法人資格を有さず，その民事責任は会社が負う。」
　商業銀行法２２条「商業銀行はその分支機構に対して全店で統一的に計算し，統一的に資金を調達し，
等級別管理を行う財務制度を実施する。商業銀行の分支機構は法人資格を有さず，本店の授権の範囲
内で法により業務を行い，その民事責任は本店が負う。」
保険法７４条２項「保険会社の分支機構は法人資格を有さず，その民事責任は保険会社が負う。」参照。
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要するところ，設立手続中の法人を，学説上「設立中の法人」と称する。設立中の

法人は未だ権利能力を有しないことから，権利を享有し，義務を負担することがで

きない。しかし法人の設立準備にあたり，通常は設立者が法人設立に関する民事活

動を行う必要があり，関連の民事活動を行うことにより，民事法律関係が形成され，

関連の法律効果を生じる。そこで問題は，設立中の法人が未だ権利能力を有しない

以上，法人設立に関する民事活動につき，その法律効果は設立者，それとも成立後

の法人のいずれが受け入れるかである。

　　２）この問題の回答は，設立中の法人の法的地位の問題に関係するところ，会社法９

４条22及び最高人民法院「会社法適用規定（三）」１条～５条の関連規定による実

践的な基礎に依拠して，本条は法人設立行為の法律効果に関する規律を定めている。

２　条文説明

　　１）本条１項，２項が適用される状況について，まず，本条２項は，設立者が自己名

義により民事活動を行った場合の「民事責任」に関する規定であるのに対して，本

条１項は設立者が自己名義によらずに民事活動を行った場合の「法律効果」に関す

る規定であり，契約締結等，設立者が設立中の法人名義によって行う民事活動のほ

かにも，法人の設立過程において発生する可能性がある不法行為などの行為者名義

と関係がない民事活動も含まれる。

　　２）設立者が民事活動を行う目的には制限がある。つまり「法人の設立」を目的とす

る実質的な判断基準を堅持しなければならない。設立者の目的が，法人設立ではな

く，自己の利益のためである場合には，設立中の法人名義によって行われた民事活

動であっても，その法律効果は原則として成立後の法人が負担すべきではない。

　　３）設立者が自己名義によらずに民事活動を行う状況下で，その法律効果は，法人が

成立したか否かにより異なる規定を定める。法人が成立した場合，法律効果は法人

が受け入れる。法人が成立しない場合は，法律効果は設立者が受け入れ，設立者が

２名以上のときは，連帯債権を有し，連帯債務を負う（本条１項）。

　　４）設立者が法人設立のために自己名義により民事活動を行う状況下で，それにより

生じる民事責任について，第三者に対し法人又は設立者のいずれかを選択して，責

任負担を請求する権利が与えられている（本条２項）。

　※参考文献 ①２２６－２２９頁，②２４０－２４３頁，③１８６－１８９頁，④１７

０－１７３頁。

22 会社法９４条「株式会社の発起人は，次に掲げる責任を負わなければならない。（一）会社が成立し
なかった場合，設立行為により発生した債務及び費用について，連帯責任を負う。（二）会社が成立し
なかった場合，株式引受人が既に払い込んだ株式払込金について，株式払込金に同一期間の銀行預金
利息を加えて返還する連帯責任を負う。（三）会社設立過程において発起人の過失により会社の利益に
損害を与えた場合，会社に対して賠償責任を負わなければならない。」
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